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今回の対象事業について
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半導体の重要性

半導体

デジタルインフラ

全ての産業・生活

電子機器

ロジック

高度な計算・情報処理

マイコン

単純な計算・情報処理

パワー

電流・電圧を制御

アナログ

視覚情報や音等を
検知しデジタル変換

メモリ

情報の記憶

通信機器
データセンター

サイバーセキュリティ クラウドプラットフォーム

5G基地 家電 デジカメ

自動車スマホ PC ドローン

サービス業

医療・介護

農業

建設業

製造業

教育

⚫ 半導体は、スマホや自動車、通信基地など、あらゆる電子機器やインフラを動かす必需品。情報産業や製
造業だけでなく、機器やソフトの発展により、農業やサービス業含め、あらゆる産業や社会経済を支えるもの。

⚫ 近年、社会経済のデジタル化が一層進展し、あらゆる産業・生活においてデジタル部分の重要性が高まって
いるところ。グリーン成長や、地方創生、少子高齢化などの課題についても、デジタル化無しには対応は困難。



⚫TSMCやラピダス、キオクシア、マイクロンが取り組む先端的なロジック半導体やメモリ半導体は、スマホ
やPC、データセンターや通信インフラ等に特に必要とされる、高速情報処理に必須の半導体。

⚫特にロジック半導体は、加工の微細度が競争力の指標のひとつとなっており、政府としては、TSMC2号
棟によって6ナノ、ラピダスによって2ナノのロジック半導体の国内生産基盤確立に取り組んでいるところ。

⚫他方で、実際の電子機器やインフラには、高速情報処理を行うロジック半導体・メモリ半導体以外にも、異
なる機能を持つ様々な半導体が使用されている。

先端半導体（ロジック・メモリ半導体）

国
内

海
外

世界からは10年遅れ 先端ロジック分野では後進国
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【出典】自動車用先端
SoC技術研究組合
（ASRA）資料より抜粋

従来型半導体（マイコン・パワー・アナログ半導体）

⚫ 例えば自動車では、自動運転やマルチメディア機器にロジック半導体やメモリ半導体が使用される一方で、
バッテリーから駆動系への電流・電圧の制御にパワー半導体が、周辺の障害物の検知や視覚情報の検
知等にアナログ半導体が、エンジンやライトほか車載機器の制御にマイコン半導体が使用されており、その
性能が最終製品の性能や価値を決める重要な構成要素のひとつとなっている。

⚫ スマホやデータセンター、通信基地なども同様に、異なる機能を持つ様々な半導体が必要。
⚫ これら従来型半導体の安定的な供給基盤を確保することは、自動車など日本が競争力を有する産業
やインフラ・防衛など他国に依存できない産業にとって重要かつ喫緊の課題。
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【参考】半導体は車や医療機器、生活関連電子機器等にも広く使用される

出所：トヨタ自動車ホームページ

⚫ コロナ禍の際は、半導体製造工場の稼働率低下等による世界的な半導体不足が発生し、自動車、
家電、湯沸器、医療機器など、幅広い分野に大きな影響を与えた。

⚫ また、海外依存度の高い原材料も途絶リスクが大きく、ウクライナ危機や米国での輸出滞留に
より生じたヘリウムの供給不足は、国内での半導体生産に悪影響があった。

自動車製造への影響

出所：ノーリツホームページ

給湯器製造への影響
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【参考】半導体製造装置・部素材の安定供給確保の必要性
⚫ 半導体製造装置や部素材、それらを構成する部品・素材等は日本企業が大きなシェアを保有。こうした

強みは、日本が半導体デバイスメーカーの投資呼び込みに成功している要因の一つ。
⚫ 他方で、技術があっても、資金力等の問題から、競合他社に伍する投資が困難な場合も多い。
⚫ 技術・事業面で国際競争力を有する装置・材料領域に関して、先端技術の追求を増大するグローバル需

要に対する供給責任を果たすための投資拡大を通じ、日本及びグローバル・サプライチェーンを強靭化
していく観点から、国内における生産基盤強化に対する支援が必要。

出所：Omdiaを基に経済産業省作成

注：主要半導体材部素材品目（ウエハ、
レジスト、CMPスラリ、フォト
マスク、ターゲット材、ボン
ディングワイヤ）のシェア

半導体製造装置 各国シェア 主要半導体部素材 各国シェア
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【参考】半導体サプライチェーンの強靭化の必要性
⚫ 半導体の供給途絶は、あらゆる産業に影響を及ぼす。このため、半導体そのものに加えて、そのサプライチェーンに含ま
れる製造装置や部素材とそれらを構成する部品・素材等、さらには原料のうち、特定国・地域からの調達に依存して
いるなど高い途絶リスクの蓋然性が認められるものについては、生産能力の増強に加えて、代替調達、調達元の複線
化、備蓄、リサイクルといった対策を講じることで、安定供給の確保、サプライチェーンの強靭化を実現する必要がある。

研磨装置

等
後工程部素材

パッケージ基板 封止材

バッファーコート リードフレーム

等

原料

先端ロジック メモリ

集積回路・半導体素子

等マイコン イメージセンサパワー
従来型半導体

先端半導体

等後工程製造装置
ダイシング装置 ボンディング装置

モールディング装置 検査装置

蛍石・誘導品
（洗浄工程等で使用）

ヘリウム
（半導体製造装置の
内部冷却等で使用）

黄リン・誘導品
（エッチング工程等で使用）

希ガス（ネオン、クリ
プトン、キセノン）
（露光工程等で使用）

等

前工程部素材

フォトレジストマスク研磨部材

エッチングガス 洗浄剤成膜材料

等

前工程製造装置

露光装置エッチング装置洗浄装置

塗布/ 
現像装置

等

成膜装置スパッタ装置 検査装置

るつぼ

製造装置部品・素材等静電
チャック レンズ

等

薬液配管用
樹脂石英紛 ダイシングソー 砥石

前工程 後工程

先端ロジック・メモリ半導体
は、５Ｇ促進法に基づく先端
半導体基金等で措置

IP EDA

設計

等

製造装置（そのサプライチェーンの上流にある部品・素
材等を含む）は、洗浄装置やエッチング装置等をはじめ、
日本が一定の強みを有するが、一部は海外に依存。

活用場面自動車 医療機器 発電システム通信インフラ 交通インフラ家電

レガシー半導体、パッケージ基板等の部素材（そのサプライチェーンの上流にある部品・素材等を含む）は、日本が
一定の競争力を有するものが多く、諸外国から我が国に期待を寄せられているが、一部は海外に依存。原料は、過度に海外依存し、供

給途絶リスクが顕在化（一部は
実際に供給途絶が発生）

金属シリコン
（ウエハ原料）

等

ウエハシリコンウエハ 化合物ウエハ

部素材部品・素材等
レジスト
ポリマ

感光材砥粒
マスク
ブランクス 等

封止用
樹脂

ターゲット材
多結晶
シリコン



⚫ 従来型半導体及び、半導体のサプライチェーンを構成する製造装置・部素材・原料の製造能力の強化等を図ることで、
各種半導体の国内生産能力を維持・強化するため、こうした内容を盛り込んだ「半導体の安定供給確保に向けた取組方
針」について、2023年1月に決定・公表（その後、逐次改定）。

⚫ 半導体のサプライチェーン強靭化支援事業として、令和４年度補正予算では約3,686億円（うちGX：約1,523億円）、
令和５年度補正予算では約4,376億円（うちGX：約2,806億円）を計上。
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経済安保基金事業（半導体）の支援対象範囲

品目 支援内容

①従来型半導体

パワー半導体
マイコン
アナログ

✓国内製造能力強化に向けた大規模な設備投資等を支援。投資規模の下限は300億円（パワー
半導体は2,000億円）

✓パワー半導体については、市場が大きく拡大すると見込まれているSiCパワー半導体を中心に、国際
競争力を将来にわたり維持するために必要と考えられる相当規模の投資に対して、重要な部素材の
調達に向けた取組内容についても考慮しつつ、集中的に支援を実施。

②半導体製造装置等 ✓ 国内製造能力強化に向けた大規模な設備投資等を支援。投資規模の下限は300億円。

③半導体部素材等
✓ 国内製造能力強化に向けた大規模な設備投資等を支援。投資規模の下限は300億円。
✓ SiCウエハに関しては、パワー半導体産業の国際競争力の確保に資する取組内容であるかについて
も考慮。

④半導体原料
黄リン・黄リン誘導品
ヘリウム、希ガス
蛍石・蛍石誘導品

✓リサイクルの促進、国内生産の強化、備蓄、輸送体制の強化に向けた設備投資等を支援。
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経済安保基金事業（半導体）の認定プロセス
⚫ 経済産業省は、経済安全保障推進法に基づき、事業者が申請する供給確保計画について、認定の可否を判断。

⚫ 認定に当たっては、内閣官房国家安全保障局など関係省庁への協議（法定）や外部有識者への意見聴取を実
施し、法律や取組方針への適合性をあらかじめ確認。

⚫ NEDOは、経済産業省の認定に基づき、事業者に対して交付決定を実施し、事業進捗にあわせて補助金を交付。

関係省庁の長

◼ 供給確保計画に関する
協議に対応

外部有識者

◼ 供給確保計画に関する
意見聴取に対応

④法定協議

③意見聴取

⑤意見等

⑥認定の通知

経済産業大臣

◼ 供給確保計の認定
◼ 認定事業者への支援措置
• NEDOからの助成金の交付、等

事業者

◼ 供給確保計画の作成

②計画の認定
（取組方針への適当性等の審査）

①供給確保計画の申請

⑦助成金の交付等
NEDO

◼ 助成金の交付決定・交付、等

【適合性の確認】
・内容・期間が取組方針の定めに従うこと
・計画を円滑かつ確実に実施するため適切であること ・需給ひっ迫時の措置、情報管理体制の整備等

【計画のフォロー】
・定期報告 ・有識者の意見聴取

【助成金の交付等】
・事業計画の詳細確認、助成金
の交付決定及び交付

【計画のフォロー】
・事業計画の実施状況の確認
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【参考】供給確保計画の認定要件

法律上の要件（経済安保推進法九条４項） 関連する考慮要素

取組の内容が安定供給確保取組方針に照らし適切なものであること 半導体のサプライチェーンの供給途絶リスクの緩和に繋がるものか

民間独自の取組だけでは実現が困難か

導入する設備・装置の性能が先端的か

供給安定性（市場構造を踏まえた計画の整備、法令遵守、BCP計画、セ
キュリティ対策、人材確保）

地域経済への貢献・雇用創出効果

取組の実施に関し、安定供給確保取組方針で定められた期間以上行われ、又は期限内で行われると見込まれるものであること

取組の実施体制並びに取組に必要な資金の額及びその調達方法が供給
確保計画を円滑かつ確実に実施するため適切なものであること

実施体制（組織体制、コーポレートガバナンス、株主情報）

必要な資金額、調達方法

特定重要物資等の需給がひっ迫した場合に行う措置、特定重要物資等
の供給能力の維持若しくは強化に資する投資又は依存の低減の実現に
資する措置その他の取組を円滑かつ確実に実施するために行う措置と
して主務省令で定めるものが講じられると見込まれるものであること

需給ひっ迫時の措置

供給能力維持・強化のための継続投資（研究開発含む）

技術流出防止措置

取組に関する情報を適切に管理するための体制が整備されていること

同一の業種に属する事業を営む二以上の者が共同して作成した供給確保計画に係る第一項の認定の申請があった場合にあっては、次のイ及びロ
に適合するものであること。

イ 内外の市場の状況に照らして、当該申請を行う事業者とその営む事業と同一の業種に属する事業を営む他の事業者との間の適正な競争
が確保されるものであること。
ロ 一般消費者及び関連事業者の利益を不当に害するおそれがあるものでないこと。
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【参考】これまでの認定案件の例

⚫ 対象となる半導体・装置・部素材・原料のうち、途絶リスクの高いもの、途絶による産業への影響の大きいものなど、
経済安全保障の観点から特に重要性・緊要性の高いものの供給確保に資する事業計画を優先して実施。

自動車、産業用機械など、日本経済の基盤となる産業において必要不可欠であり、途絶に際して経済・産業に与える影響が大きいもの

今後の日本の競争力強化につながる最先端半導体のサプライチェーンにおいて必要不可欠なもの

他国への依存度が高く、国際情勢等に伴う半導体サプライチェーン途絶リスクの特に高いもの

【原料】ネオン（リサイクル）：ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング（約2.3億円）
⚫ ネオンは、半導体製造工程のうち露光工程において、露光装置の光源であるエキシマレーザー向けのガスとして使用される重要な原料。
⚫ その供給においては海外依存度が高いことから、途絶リスク低減のため、国内のリサイクル量の増加を図る。

【半導体】マイコン：ルネサスエレクトロニクス（約159億円）
⚫ マイコンは、あらゆる自動車や電子機器に搭載され、これらの制御機能を
担う、社会基盤を支える重要な部品。

⚫ 足元で不足している自動車や産業機器等のIoT機器用のマイコンのさら
なる世界的な需要増に対応するため、国内生産能力を強化し、同時に緊
急時の代替生産体制を確立する。

【半導体】SiCパワー半導体：富士電機・デンソー（約705億円）
⚫ パワー半導体は、産業機器、電気自動車など電気を使うあらゆる機器に

使用される中核部品。特にSiCパワー半導体は、省エネ性能に優れる。

⚫ 二者連携を前提としたSiCパワー半導体の安定供給確保により、電動車

向けに増加する需要に対応するとともに、海外競合メーカーに対する競争

力・優位性を確保する。

【部素材】 FC-BGA基板：イビデン（約405億円）
⚫ パッケージ基板は、半導体とマザーボードの仲介役を果たし、半導体を電

子デバイスに実装するための重要な部素材。
⚫ 世界的に需要の高まっているサーバー向け等の高機能パッケージ基板

（FC-BGA基板）について、大型化・高多層化・高密度化・高速化に対
応するため、製造プロセス及び生産設備の高度化を行う。

【製造装置】：キヤノン（約111億円）
⚫ 露光装置は、半導体製造工程のうち、回路をウエハに焼き付ける露光工

程において用いる重要な製造装置。
⚫ i線及びKrF露光装置は、従来型半導体のみならず、ロジックやメモリなど

最先端半導体の製造時やアドバンスドパッケージにおいても必須であり、
今後の世界的な需要増に対応するため、国内生産能力を増強する。

※ 金額表示は、最大支援額を指す。いずれの事業計画についても、供給開始の日から10年以上の継続生産を予定。



【参考】各国の半導体支援策の支援規模

（出所）OECD、国連統計、各国政府等HP、報道情報等
（注１）支援額については、各国政府の支援額を当時の円レート換算したもの。

（１USドル＝135円（2022.8）、1英ポンド＝172円（2023.5）、1ユーロ＝159円（【EU・他】2023.9【独】2023.8）138円（【西】2022.5）
132円（【仏】2021.10）130円（【伊】2022.3）166円（【蘭】2024.3）、100ウォン=10.5円(2023.3)）

（注２）対GDP比は、支援額を実質GDPで除して算出。各国の実質GDPは2022年の値。 
（注３）米国における税額控除は最大25%とされているが、総額の上限が明示されていないため、申請者が総投資額の25％の税額控除を受ける前提で試算。
（注４）日本と米国の金融支援部分は除く。
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免
除
・
減
免
等

（
＋α

）

9.9
7.1

日本の戦略税制は、従来型半導
体のみが対象であり、大規模投資
が必要な先端半導体は対象外。

米CHIPS法：半導体・製造装置の投資に、最大25％の税額控除を措置。
日本の戦略税制は、同一の投資計画について、補助金と税制の適用は不可である
一方、米CHIPS法では、補助金(5～15%)と税制(25%)の重複適用が可能。

5
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経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを目指しているか）

直接コントロールできる部分

予算

[R4補正]368,610
[R5補正]437,600
（単位：百万円）

半導体の安定供給
確保に取り組む民間
事業者等に対して、
認定供給計画に基づ
く国内生産能力強化
に対する支援を行う。
（助成）

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （中長期ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
2030年に、国内で半
導体を生産する企業の
合計売上高（半導体
関連）として、15 兆円
超を実現。
※本事業以外の施策
の実行を含めて、実現
すべき政策目標

その内、本事業において
支援対象とする従来型
半導体については、
2030年に、国内で半
導体を生産する企業の
従来型半導体に関する
合計売上高の世界シェ
ア23％を目指す。

認定・交付決定

[測定指標]
交付決定件数
【R4実績】0件
【R5実績】21件
【R6実績】10件
【R7見込】10件

継続生産

[測定指標]
認定事業者の生産施
設の整備等が完了し
ているもののうち、認定
計画に基づく継続生
産を実施している割
合：100％

 

（短期ｱｳﾄｶﾑ）
継続生産

[測定指標]
認定事業者の生産施
設の整備等が完了し
ているもののうち、認定
計画に基づく継続生
産を実施している割
合：100％

経済安保基金事業（半導体）のロジックモデル



⚫ 2030 年に、国内で半導体を生産する企業の合計売上高（半導体関連）として、15 兆円超（※2020年現在５
兆円）を実現し、我が国の半導体の安定的な供給を確保する。
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【参考】我が国半導体産業復活の基本戦略

【出典】半導体・デジタル産業戦略検討会議（令和６年１２月2３日、経済産業省）資料より抜粋、枠線等追加

Step 1：IoT用半導体生産基盤
⇒生産ポートフォリオの緊急強化

2020年

2025年

市場規模全体：約50兆円 市場規模全体：約75兆円 市場規模全体：約100兆円

産業機器
（スマートシティ、
スマートファクトリー 等）

産業機器

出所：OMDIAのデータを基に経済産業省作成

2030年

Step 2：日米連携強化
⇒日米連携プロジェクトで次世代半導体
技術の習得・国内での確立

産業機器

Step 3：グローバル連携
⇒グローバルな連携強化による光電融合
技術など将来技術の実現・実装時期の前倒し



ステップ１
足下の製造基盤の確保

ステップ２
次世代技術の確立

ステップ３
将来技術の研究開発

先端ロジック半導体 ✓国内製造拠点の整備・技術的進展

✓２nm世代ロジック半導体の製造
技術開発
→量産の実現

✓ Beyond2nm実現に向けた研究開
発（LSTC)

✓ Beyond2nm実現に向けた研究開
発（LSTC)

✓光電融合等ゲームチェンジとな
る将来技術の開発

先端メモリ半導体
✓日米連携による信頼できる国内設
計・製造拠点の整備・技術的進展

✓ NAND・DRAMの高性能化
✓革新メモリの開発

✓混載メモリの開発

産業用
スペシャリティ

半導体

✓国内での連携・再編を通じたパ
ワー半導体の生産基盤の強化

✓エッジデバイスの多様化・多機能
化など産業需要の拡大に応じた用
途別従来型半導体の安定供給体制
の構築

✓ SiCパワー半導体等の性能向上・
低コスト化

✓ GaN・Ga2O3パワー半導体の実用
化に向けた開発

先端パッケージ ✓先端パッケージ開発拠点の設立 ✓チップレット技術の確立
✓光チップレット、アナデジ混載

SoCの実現・実装

製造装置・部素材
✓先端半導体等の製造に不可欠な製
造装置・部素材の安定供給体制の
構築

✓ Beyond 2nmに必要な次世代材
料の実用化に向けた技術開発

✓将来材料の実用化に向けた技術
開発
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【参考】我が国半導体産業復活の基本戦略（分野別）

【出典】半導体・デジタル産業戦略（令和５年６月６日改定、経済産業省）資料より抜粋、枠線等追記



合計23件、約4,185億円＜認定案件一覧（※2024年12月27日時点）＞

【参考】これまでの認定実績（一覧①）

分類 事業者名 品目 投資場所 供給開始
事業総額
(億円)

最大助成額
（億円）

従来型
半導体

ルネサス マイコン
茨城県ひたちなか市
山梨県甲斐市
熊本県熊本市

2025年3月 477 159

ローム、東芝D&S
SiCパワー半導体
Siパワー半導体

宮崎県国富町
石川県能美市

SiC：2026年4月
Si：2025年3月

3,883 1,294

富士電機、デンソー
SiCパワー半導体

SiCエピウエハ
SiCウエハ

長野県松本市
愛知県幸田町
三重県いなべ市

パワー半導体：2027年5月
エピ：2026年9月
ウエハ 2026年9月

2,116 705

製造
装置

キヤノン 露光装置
栃木県宇都宮市
茨城県阿見町

2026年4月 333 111

カナデビア
（旧名：日立造船）

ラッピングプレート 福井県高浜町 2027年4月 27 9

タキロンシーアイ
半導体製造装置向け

樹脂プレート
兵庫県たつの市 2027年1月 44 14

三井・ケマーズ
フロロプロダクツ

半導体製造装置用樹脂 静岡県静岡市 2028年12月 ー 80

16



合計23件、約4,185億円＜認定案件一覧（※2024年12月27日時点）＞

【参考】これまでの認定実績（一覧②）

分類 事業者名 品目 投資場所 供給開始
事業総額
(億円)

最大助成額
（億円）

部素材

イビデン FC‐BGA基板 岐阜県大野町 2025年9月 ー 405

新光電気工業 FC‐BGA基板 長野県千曲市 2029年7月 533 178

RESONAC SiCウエハ

栃木県小山市
滋賀県彦根市
山形県東根市
千葉県市原市

基板：2027年4月
エピ：2027年5月

309 103

SUMCO シリコンウエハ
佐賀県伊万里市
佐賀県吉野ヶ里町

結晶：2029年10月
ウエハ：2029年10月

2,250 750

東洋合成工業
感光材・ポリマ―
高純度溶剤

千葉県東庄町、市川市
兵庫県淡路市

感光剤・ポリマー：2027年9月 211 70

三菱ケミカル 合成石英粉 福岡県北九州市 2028年9月 111 37

原料

ソニーセミコン ネオン（リサイクル） 長崎県諫早市等 2026年3月 7.0 2.3
キオクシア ネオン（リサイクル） 三重県四日市市等 2027年3月 8.3 2.8

高圧ガス工業 ヘリウム（リサイクル） ー ー ー 0.7 
住友商事 黄リン（リサイクル） 宮城県仙台市等 ー ー 52

岩谷産業、岩谷瓦斯 ヘリウム（備蓄） ー ー ー 10.5

JFEスチール 
東京ガスケミカル 

希ガス（生産） ー ー ー
188.7

大陽日酸 希ガス（生産） 千葉県君津市等 2026年4月 ー
日本エア・リキード 希ガス（生産） ー ー ー

ラサ工業 リン酸（リサイクル） 大阪府大阪市 2027年4月 ー 1.6

エア・ウォーター
日本ヘリウム

ヘリウム（備蓄） ー ー ー 9.2 17



【参考】半導体製造工程と主要な製造装置・部素材メーカー

洗浄 成膜 洗浄 レジスト塗布 露光

レジスト剥離 熱処理 不純物注入 エッチング 現像

繰り返すことにより、複雑な回路構造を形成（合計1,000以上の加工工程）

ボンディング

前

工

程

後

工

程

ダイシングソー

ディスコ 79%

東京精密 19%

シリコンウエハ

信越化学工業 29%

SUMCO 24%

Global Wafers（台） 19%

フォトレジスト
東京応化工業 24%

JSR 20%

信越化学工業 18%

DuPont（米） 13%

住友化学 10%

富士フイルム 5%

レジスト塗布・現像装置

東京エレクトロン 89%

SUSS（独） 5%

SCREEN 3%

マスク描画装置

IMS（墺） 70%

ニューフレア 21%

露光装置

ASML（蘭） 94%

Canon 4%

Nikon 2%

オートモールドプレス

TOWA 29%

ASM Pacific （台） 28%

ヤマハ 14%

ダイシング

ダイボンディング装置

Besi（蘭） 43%

ASM Pacific（台） 17%

ファスフォード 11%

Kulicke & Soffa（星） 10%

キヤノンマシナリー 8％

FCBGA基板

Unimicron（台） 28%

イビデン 17%

Nanya（台） 13%

新光電気工業 12%

FCBGA基板用
層間絶縁膜

味の素ファインテクノ 98%

（出所）Omdia、グローバルネット(株) を基に経済産業省作成

封止材

住友ベークライト 28%

レゾナック 15%

CCP（台） 13%モールディング
（封止）

製造装置

部素材

エッチング装置

Lam RESEARCH（米） 37%

東京エレクトロン 26%

AMAT（米） 25%
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